
ネガワット取引（直接協議スキーム）に関する説明会 質疑概要集 

日時 （1回目） 平成２８年１１月１６日（水） １３時００分～１４時１５分 

   （２回目）      〃     １４時３０分～１５時３０分 

   （３回目）平成２８年１１月３０日（水） １３時３０分～１４時２０分 

   （４回目）      〃   １５時００分～１５時４５分 

場所 電力広域的運営推進機関 豊洲事務所 会議室Ａ・Ｂ・Ｃ 

番号 質問内容 事務局回答 

１ 

ネガワット取引の直接協議の際の約款、マスタ

ー契約の類は事前にアレンジされるのでしょ

うか。（個別契約だと法務審査だけで日時を消

費するものと存じます） 

取引に関する約款、契約の類を広域機関は関知

しません。なお、国の審議会であるＥＲＡＢ検

討会で設置されたネガワットＷＧでは「ネガワ

ット取引に関するハンドブック」が検討されて

おり、同ハンドブックに「契約書のヒナ型」を

盛り込むとされております。（第４回 ERAB検

討会、資料６参照） 

訂正：上記資料では、同ハンドブックに「契約

書のヒナ型」を盛り込むとされておりますが、

最新のネガワットＷＧの議論では、「事前に決

めておくべき項目」という形でエッセンスのみ

まとめるということとなっております。 

２ 

ｐ１５、ネガワット事業者は、小売電気事業者

に協議を申し込む際、国が公表している小売電

気事業者一覧に記載の連絡先を用いて、突然連

絡されるのでしょうか。 

ｐ１５は契約の流れをイメージでお示しした

ものですが、ネガワット事業者は協議中の需要

者から小売電気事業者の連絡先を聞き出すの

ではないかと想定します。その場合、通常なら

ば、需要者と契約交渉を行っている窓口を紹介

するのではないかと考えられます。 

３ 

小売電気事業者Ａがネガワット事業者への販

売計画を出すということは、電力を販売する行

為になると考えてよいでしょうか。 

類型１②におけるネガワット取引は、ｐ１１の

図において、ネガワットを創出する需要者Ａ

（小売電気事業者Ａから供給を受けている）か

ら、ネガワット事業者を介し、小売電気事業者

Ｂ（≠小売電気事業者Ａ）にネガワットの供給

が行われるものであり、小売電気事業者Ａから

ネガワット事業者へ電力の供給はないと考え

ています。なお、小売電気事業者Ａが広域機関

に提出するネガワット事業者への販売計画は、

名称上、販売計画となっておりますが、これは、

ネガワット事業者が提出する需要抑制計画に

紐付き提出されるものであり、電力を販売する

行為にはあたらないと考えています。 



番号 質問内容 事務局回答 

４ 

ネガワット事業者とのネガワット調整契約は

売掛金の契約となります。その場合、信用調査

の必要があります。その調査で、当該ネガワッ

ト事業者が反社会勢力であることや、過去に不

渡りを出したことがある等、小売事業者で定め

た基準から外れた場合、契約を断っても良いの

でしょうか。ガイドラインで規定される予定の

「不当な理由」にはならないのでしょうか。 

契約を断る正当性を広域機関では判断しかね

ます。 

ガイドラインでどこまで細かく規定されるか

わかりませんが、ガイドライン作成にあたって

パブリックコメントが募集されると思われる

ため、その際に問い合わせることも一案です。 

５ 

小売電気事業者の手間を考えると、ネガワット

の契約規模が小さい場合、利益が見込めないと

判断し、ネガワット事業者との契約を断っても

良いのか。例えば、５００ｋＷ未満の契約は断

るなど、社内で基準を定めることは、「不当な理

由」にならないでしょうか。 

契約を断る正当性を広域機関では判断しかね

ます。 

ガイドラインでどこまで細かく規定されるか

わかりませんが、ガイドライン作成にあたって

パブリックコメントが募集されると思われる

ため、その際に問い合わせることも一案です。 

６ 

ネガワット調整金は、余剰インバランス料金な

どが基準となるのでしょうか。 

国が公表している「ネガワット取引に関するガ

イドライン」に、ネガワット調整金の額の計算

方法が例示されております。ガイドライン上、

余剰インバランス料金は選択肢にありません。 

７ 

ネガワット事業者に求める要件にて、ネガワッ

トの発動を適時適切に行える体制を整えると

されていますが、誰がネガワット発動のトリガ

ーをひくのでしょうか。需給ひっ迫などによる

ものでしょうか。 

需給ひっ迫時に一般送配電事業者が需給調整

のため発動するネガワットは「類型２」となり

ます。 

「類型１②」のネガワット取引で誰がきっかけ

となるかは様々なケースが考えられます。 

・ ネガワット買い手の小売電気事業者Ｂが

調達依頼を申し出る。 

・ ネガワット事業者が、市場価格などから

ネガワット需要を見越して発動する。等 

８ 

ｐ１４、小売電気事業者Ａと需要者の供給契約

は既存契約とありますが、ネガワットに参加す

る分、需要が減るため、既存契約も見直す必要

があるのではないでしょうか。 

既存契約を見直すかどうかは自由です。合意さ

れれば見直しはあり得ると考えます。ただし、

需要抑制を行う需要者に対して一方的に不利

益となる契約変更は不当であると国の審議会

資料では示されております。 

９ 

需要者にはどのような需要抑制の要求が来る

のでしょうか。小売電気事業者として需要者か

ら問い合わせがあった時に備え、一般的な回答

があればいただきたい。 

需要者とネガワット事業者の間では、予め需要

抑制可能な見込み量、タイミング等について確

認を行い、双方合意の上で発動時期、抑制量等

を事前に決定するものと考えられます。 

なお、需要抑制量調整供給契約の対象は１ｋＷ

を超える電気であり、その要件を満たす必要が

あります。ネガワット事業をどのように進める

かは広域機関では分かりかねます。 



番号 質問内容 事務局回答 

１０ 

ビジネススキームがよくわからない。 

ネガワット事業者の資金源はどこなのか。 

広域機関では関知しません。 

なお、ｐ１４で示す通り、ネガワット事業者は

ネガワットの販売で収入を得ると考えられま

す。 

１１ 

ｐ１１、類型１②の取引においては、ネガワッ

ト事業者と需要者の２者間契約にこだわる必

要があるのでしょうか、小売電気事業者のノウ

ハウがあった方がネガワット事業者は助かる

と考えます。ネガワット事業者、需要者、小売

電気事業者の３者間契約は認められますか。 

契約は自由と考えます。ネガワット事業者がど

のようなビジネスモデルを考えるかにもより

ますが、類型１②で３者間契約を結ぶ場合、結

果として類型１①に近づいていくものと考え

られます。 

１２ 

ｐ１９、インバランスの責任所在はどうなるの

か。 

需要抑制ＢＧというインバランス精算単位ご

と、インバランス切り分け方式を設定いただき

ます。その切り分け方式に従って、インバラン

スの責任所在は一般送配電事業者によって振

り分けられます。 

１３ 

小売電気事業者のＢＧを複数に分ける必要が

あるのか。 

小売電気事業者の需要ＢＧは１つで問題あり

ません。ただし、インバランス精算に用いられ

る需要抑制ＢＧの状況を小売電気事業者とし

ても認識する必要があります。 

１４ 

小売電気事業者は需要抑制後も、需要抑制前の

調達計画を維持しなければならないのですか。

その分は、余剰インバランスにならないのでし

ょうか。 

調達計画は維持しなければなりません。 

余剰インバランスとなるのではなく、抑制計画

分の電力を需要計画から減少し、また小売電気

事業者Ｂへの販売計画とすることで整合が取

れた計画となります。 

「調達計画 ＝ 需要計画 ＋ 販売計画」となる

よう適切に計画の変更をお願いいたします。 

１５ 託送料金はどこにかかるのですか。 小売電気事業者の需要実績にかかります。 

１６ 

ネガワットを調達した場合の電源構成はどの

ようになるのか、ＣＯ２排出係数はどう計算す

るのですか。 

本件は広域機関で決定するものではなく、どの

ような形になるかは別の場で議論されるもの

と考えております。 

１７ 

小売電気事業者かつ、ネガワット事業者である

場合、需要抑制で得たネガワットを自分自身の

別のお客さまへの供給に使うことができるの

でしょうか。 

問題ありません。その場合「類型１①」の取引

となります。需要抑制とネガワット供給の結果

は自社の需要調達計画に反映ください。 

なお、「類型１①」の場合、インバランスは接続

供給契約に基づき精算されるため、一般送配電

事業者と需要抑制量調整供給契約を行う必要

はなく、広域機関への需要抑制計画やベースラ

イン等の提出も不要となります。 



番号 質問内容 事務局回答 

１８ 

類型１②の対象となるネガワットの発動回数

はどれくらいでしょうか。ネガワットの発動タ

イミングについても、実受給の１時間前から３

時間前に発動されるといった性質のものなの

でしょうか。 

具体的な発動回数や時間などは、需要者、小売

電気事業者及びネガワット事業者の直接協議

にて決まってくるものと考えられます。 

なお、ネガワット発動により小売電気事業者は

需要調達計画を変更いただく必要があります

が、ゲートクローズが実受給の１時間前であ

り、それに間に合わないものは、ネガワット取

引が成立しないことになります。 

１９ 

ネガワット調整金に対して不当な水準の金額

とはいくらでしょうか。ネガワットの需要があ

ると思われる需給がひっ迫する夏季のピーク

時間帯などは、そもそも小売電気料金を値上げ

していることも考えられます。 

広域機関では判断できません。 

ガイドラインでどこまで細かく規定されるか

わかりませんが、ガイドライン作成にあたって

パブリックコメントが募集されると思われる

ため、その際に問い合わせることも一案です。 

２０ 

ｐ１１、小売電気事業者Ａは、ネガワット事業

者と需要者での契約を把握していない。ネガワ

ット事業者から小売電気事業者に協議を申し

出てくると考えてよいのか。 

需要者が複数のネガワット事業者と契約した

場合、小売電気事業者は各々のネガワット事業

者と契約しなければならないのでしょうか。 

需要者が複数のネガワット事業者と需要抑制

契約を結んだ場合、小売電気事業者Ａも複数の

ネガワット事業者とネガワット調整契約を交

わすことになります。 

契約を断る理由が正当か不当かを広域機関で

判断しかねますが、契約の申出があった場合、

小売電気事業者はネガワット事業者との協議

のテーブルにつくことが求められると考えら

れます。 

２１ 

ネガワット事業者が支払うネガワット調整金

とは、ネガワット事業者によるディマンドリス

ポンスの実施によって当初の需要計画よりも

需要が下がるため、余剰インバランスが発生す

ると考えます。その余剰インバランスに対する

調整金という理解で良いでしょうか。 

違います。ネガワット調整金は小売電気事業者

Ａがディマンドリスポンスにより売上が減少

し、電気調達費用を回収できなくならないよ

う、ネガワット事業者から小売電気事業者Ａに

支払われるものです。 

また、ディマンドリスポンスが発動されると、

小売電気事業者Ａは余剰インバランスを生じ

させないよう、ゲートクローズまでに需要調達

計画を変更いただく必要があります。 

２２ 

ｐ２４、平成２９年４月１日から、制度改正に

より、全事業者のプライバシーポリシーを修正

することが必要なのでしょうか。 

そのとおり、制度改正に伴いプライバシーポリ

シーを変更いただく必要があります。 

別途、平成２９年２月までに具体例をご連絡差

し上げますので、平成２９年４月１日以降、速

やかに変更いただきますようお願いします。 

２３ 

直接協議スキームにおいては相対協議にてネ

ガワット調整金を決めるとありますが、小売電

気事業者は自身の供給契約の内容をネガワッ

ト事業者に開示する必要はないと思います。 

ネガワット調整金の協議で小売電気事業者は

供給契約より高い金額を提示することも可能

と考えますが、それは認められるでしょうか。 

審議会資料（第７回電力基本政策小委員会、資

料５－１）におけるガイドラインのイメージに

よると、ネガワット調整金に対して不当な金額

水準を設定することは不適切な行為とされて

います。 



番号 質問内容 事務局回答 

２４ 

１つのバランシンググループ内の小売電気事

業者間でネガワット取引が行われている場合

で、そのネガワット取引がうまくいった場合

は、ＢＧ代表者契約者の需要調達計画値は変わ

らないが、その中のことも広域機関は監視して

いくのでしょうか。需要ＢＧの中身を広域機関

は見る必要はないのでしょうか。 

同一需要ＢＧ内のネガワット取引は類型１①。

インバランス精算は需要ＢＧのみが対象とな

るため、ネガワット事業者は一般送配電事業者

から需要抑制量調整供給を受ける必要があり

ません。また、ネガワット事業者は広域機関に

需要抑制計画等を提出する必要もありません。 

なお、広域機関は需給バランスを監視するた

め、小売電気事業者の需要計画分の供給力確保

が行われていることを確認します。需要ＢＧ内

の取引を日々の需要調達計画で見ることはで

きませんが、インバランスを出し続けるなどの

小売電気事業者が居た場合、報告徴収などで確

認していくと考えられ、その中で不適切なネガ

ワット取引があれば露見すると考えます。 

２５ 

ｐ２３、広域機関システムの利用申請において

クライアント証明書の取得が別途必要とあり

ますが、一般送配電事業者の託送システムへの

アクセスにおける、証明書の取得の必要性につ

いて教えてください。 

クライアント証明書は広域機関のスイッチン

グ支援システム、広域機関システムへのアクセ

スに用います。帳票等の取得のため一般送配電

事業者の託送システムへアクセスする場合は、

広域機関と共通のクライアント証明書が利用

できるものと存じますが、帳票等の提供方法の

詳細は各一般送配電事業者にご確認下さい。 

２６ 

平成２９年２月以降に、ネガワット取引の本格

運用におけるビジネスプロトコルについてパ

ブリックコメントを出されるということです

が、その本格運用はいつごろから予定されてい

るのでしょうか。 

まだ決まっておりません。 

平成２９年３月頃までにビジネスプロトコル

を制定するように進めており、その後にシステ

ム開発となりますが、広域機関と各一般送配電

事業者の調整もあり、スケジュールは未定で

す。 

２７ 

ｐ２２、ネガワット取引を始める場合、需要抑

制する需要者に供給している小売電気事業Ａ

や、ネガワットを調達する小売電気事業Ｂも新

たに事業者コードの申請が必要でしょうか。 

小売電気事業Ａや小売電気事業Ｂは既に登録

されている事業者コードを利用いただけるた

め、必要ありません。 

ネガワット事業者Ｘの立場で特定卸供給を行

う場合のみ、ネガワット事業者用の事業者コー

ドを取得する必要があります。 

２８ 

ゲートクローズ直前にネガワット取引に関係

する３者が計画を提出することとなりますが、

計画間不整合が出た場合はどうなるのでしょ

うか。３者のうち、いずれかの事業者が間違っ

た計画を提出した場合、残り２者も影響を受け

るのでしょうか。 

不整合である計画も基本的に受け付けますが、

その場合、広域機関システムにて自動チェック

を行い、不整合の生じた計画に対し計画提出者

にエラーメッセージを送信します。 

また、平成２９年度から計画間不整合に対して

一般送配電事業者から調整力の請求が生じま

す。詳しくは平成２８年８月３０日の電力基本

政策小委員会の資料４をご参考下さい。 



番号 質問内容 事務局回答 

２９ 

ｐ１５、１６について、小売電気事業者Ａの立

場として、ネガワット事業者からの 

「正当な理由なく」とはどういった内容になり

そうでしょうか。 

国の制度設計専門会合にて適正な電力取引に

関するガイドラインが審議されております。そ

の内容によると考えらます。 

３０ 

ネガワット事業者から小売電気事業への協議

の申込みについて、スイッチング支援システム

等のシステムを利用した連携等は検討されて

いますでしょうか。小売電気事業者はヘルプデ

スクに連絡が来ること等も想定して対応も考

えなければならないでしょうか。 

ネガワット取引の協議開始に関し、スイッチン

グ支援システムのようなシステム構築及び利

用は考えておりません。ネガワット事業者から

は需要者の受給契約窓口等へ連絡が入ること

が想定されますが、場合によっては代表連絡先

などに連絡がある可能性も考えられます。 

 

以上 


